
（単位：円）

資産の部

Ⅰ流動資産

現金及び預金 87,482,737

有価証券 19,755,384,400

たな卸資産

貯蔵品 134,969,591

前払費用 196,414

未収収益 49,239,860

その他の流動資産 1,990

20,027,274,992

Ⅱ固定資産

　１　有形固定資産

建物及び附属設備 19,742,362

減価償却累計額 △ 1,001,299 18,741,063

工具器具備品 357 033 869

金　　　　　　　　　額

流動資産 合計

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２０年３月３１日現在）

科　　　　　　目

工具器具備品 357,033,869

減価償却累計額 △ 275,743,454 81,290,415

100,031,478

　２　無形固定資産

電話加入権 221,000

ソフトウェア 15,112,127

15,333,127

　３　投資その他の資産

投資有価証券 16,789,231,170

敷金・保証金 92,218,686

16,881,449,856

16,996,814,461

37,024,089,453

負債の部

Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 0

たな卸資産見返運営費交付金 9,166,461

たな卸資産見返補助金 698,896

短期リ－ス債務 18,680,699

未払金 639,099,691

未払費用 14,600,597

預り金 3,116,094

685,362,438

無形固定資産 合計

投資その他の資産 合計

有形固定資産 合計

固定資産 合計

資産 合計

流動負債 合計
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（単位：円）

金　　　　　　　　　額科　　　　　　目

Ⅱ固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 53,270,682

資産見返補助金 13,229,501 66,500,183

長期リ－ス債務 18,632,621

引当金

退職給付引当金 11,801,753

96,934,557

Ⅲ法令に基づく引当金等

特別記念事業準備金 13,784,083,855

13,784,083,855

14,566,380,850

純資産の部

Ⅰ資本金

政府出資金 20,000,000,000

負債合計

法令に基づく引当金等 合計

固定負債 合計

Ⅱ利益剰余金

積立金 433,027,822

当期未処分利益 509,990,617

（うち当期総利益） ( 509,990,617 )

943,018,439

Ⅲその他有価証券評価差額金 1,514,690,164

22,457,708,603

37,024,089,453

利益剰余金合計

負債 純資産 合計

純資産合計
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（単位：円）

経常費用

慰藉事業費

給与、賞与及び諸手当 87,978,879

法定福利費・福利厚生費 11,397,455

退職給付費用 915,067

その他の人件費 114,645,368

賃借料 119,180,514

支払リース料 888,481

光熱水料 15,448,409

備品費 5,641,069,594

消耗品費 5 390 702

金　　　　　　　　　額

損　　益　　計　　算　　書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

科　　　　　　目

消耗品費 5,390,702

保守・修繕費 38,791,263

印刷製本費 42,871,529

通信運搬費 161,211,744

業務外注費 797,410,307

業務委託費 193,116,700

助成金 49,776,000

旅費 5,278,705

謝金 24,386,900

減価償却費 50,437,224

その他業務費 2,059,903 7,362,254,744

一般管理費

役員報酬 30,885,479

給与、賞与及び諸手当 80,311,391

法定福利費・福利厚生費 14,847,748

退職給付費用 2,887,175

その他の人件費 12,959,878

賃借料 36,374,077

支払リース料 155,610

光熱水料 3,675,069

備品費 182,973

消耗品費 4,108,981

3 



（単位：円）

金　　　　　　　　　額科　　　　　　目

保守・修繕費 9,518,259

印刷製本費 2,108,242

通信運搬費 3,681,399

業務外注費 41,051,240

旅費 797,570

謝金 2,632,480

減価償却費 7,769,812

その他管理費 4,907,524 258,854,907

財務費用

支払利息 1,139,815

特別記念事業有価証券売却損 18,448,804 19,588,619

7,640,698,270

経常収益

運営費交付金収益 1,155,822,405

経常費用合計

運営費交付金収益 1,155,822,405

運用収入

有価証券利息 560,204,380

たな卸資産見返運営費交付金戻入 44,769,290

資産見返運営費交付金戻入 28,902,066

資産見返補助金戻入 16,127,086

財務収益

有価証券利息 1,543,969

特別記念事業有価証券利息 131,778,756 133,322,725

雑益 28,030

1,939,175,982

5,701,522,288

臨時損失

固定資産除却損 4,403,240 4,403,240

臨時利益

特別記念事業準備金戻入益 6,215,916,145 6,215,916,145

509,990,617

509,990,617当期総利益

経常収益合計

経 常 損 失

当期純利益
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（単位：円）

金　　　　額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 226,991,027

業務支出 △ 6,823,177,986

管理支出 △ 140,545,136

その他の支出 △ 5,082,099

運営費交付金収入 849,087,000

運用収入 557,698,736

その他の収入 127,882,924

      小   計 △ 5,661,127,588

利息の受取額 169,592,167

利息の支払額 △ 1,003,033

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,492,538,454

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 56,095,615,140

有価証券の償還による収入 41,505,378,120

有価証券の売却による収入 19,825,404,500

有形固定資産の取得による支出 △ 25,181,362

無形固定資産の取得による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,209,986,118

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 16,336,866

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 16,336,866

Ⅳ 資金増加額 △ 298,889,202

Ⅴ 資金期首残高 386,371,939

Ⅵ 資金期末残高 87,482,737

項　　　目

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　 当期未処分利益 509,990,617

当期総利益 509,990,617

Ⅱ　 利益処分額

積立金 509,990,617 509,990,617

金　　　　　　　　額項　　　　　　　　　　　　目

利益の処分に関する書類

６



（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1)   損益計算書上の費用

慰藉事業費 7,362,254,744

一般管理費 258,854,907

財務費用 19,588,619

固定資産除却損 4,403,240 7,645,101,510

(2)  （控除）

運用収入 △ 560,204,380

財務収益 △ 133,322,725

雑益 △ 28,030 △ 693,555,135

業務費用合計 6,951,546,375

Ⅱ 損益外減損損失相当額 40,880,695

Ⅲ 引当外賞与見積額 530,088

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 9,851,134

Ⅴ 機会費用

政府出資等の機会費用 255,000,000

Ⅵ 行政サービス実施コスト 7,257,808,292

項             目 金　　　　　　　　　額

行 政 サ ー ビ ス 実 施 コ ス ト 計 算 書

（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

７



 
注 記 事 項 

Ⅰ．重 要 な 会 計 方 針 
１．運営費交付金収益の計上基準 

慰藉事業の一部の経費については、業務達成基準を採用しております。 

上記以外の経費については、期間進行または費用進行基準を採用しております。 

一般管理費及び事業費共通経費に含まれる人件費等、一部の経費については費用進行基準を採用しておりますが、こ

れらの費用は事業成果とは直接関連せず、達成度を測ることが困難であり、年度計画等においても、個別の業務ごとの予

算管理がなされていないことから、費用進行基準を採用する必要があるためです。 

２．減価償却の会計処理方法 

(1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

 建物及び附属設備 ５～１５年  

 工具器具備品   ２～１３年 

(2)無形固定資産 

     定額法を採用しております。 

     なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（主として５年）に基づいております。 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職一時金の期末要支給額を計上しております。 

４．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 

特別記念事業準備金 

独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法律(平成 18 年法律第 119 号)第 2 条及び独立

行政法人平和祈念事業特別基金に関する総務省令第 19 条の規定に基づき、中期目標において特別記念事業に要する費

用として見積もられた金額 20,000,000,000 円を、平成 19 事業年度において特別記念事業準備金として計上し、同額の資本

金を減少しております。 

当該準備金は、特別記念事業の事業費額に、当該事業にかかる財務費用及び収益を加減した金額を取崩すこととしてお

り、当事業年度においては、6,215,916,145 円を当該事業の費用に充てるため取崩しております。 

なお、当事業年度において、保有する有価証券の資金化にあたり、18,448,804 円の有価証券売却損が同事業に関して発

生しておりますが、当該売却有価証券にかかる平成18年度末までの償却原価法による増加額は、当該売却損を上回ってお

り、また、すでに積立金に含まれていることから、当該売却損は特別記念事業準備金の取崩し対象としておりません。 

５．有価証券の評価基準及び評価方法 

期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

（評価差額は資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 ： 最終仕入原価法を採用しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

（重要な会計方針の変更） 

１．独立行政法人会計基準 

 当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会計基準研究会、財政制

度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 公企業会計小委員会 平成 19 年 11 月 19 日）及び「「独立行政法人会計基準」

及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成 20 年 2 月

最終改訂）を適用しております。 

 独立行政法人会計基準の改訂にともなう重要な会計方針の変更と当該変更による財務諸表への影響は次の(1)及び(2)のとおりで

あります。 

(1) 引当外賞与見積額 

当事業年度から、財源措置が運営費交付金により行われるため引当金を計上していない賞与見積額を、行政サービス実

施コスト計算書に「引当外賞与見積額」として計上しております。 

これにより、前事業年度までの方法に比べて、行政サービス実施コストが 530,088 円増加しております。 

(2) 資本及び純資産 

当事業年度の資本については純資産として表示しております。これによる損益への影響はありません。従来の資本の部の

合計に相当する金額は 22,457,708,603 円であります。 

 

 

 



 
２．特別記念事業準備金 

当事業年度において、独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法律(平成 18 年法律第

119 号)第 2 条及び独立行政法人平和祈念事業特別基金に関する総務省令第 19 条の規定に基づき、中期目標において特

別記念事業に要する費用として見積もられた金額 20,000,000,000 円を特別記念事業準備金として計上し、同額の政府出資

金を減少しております。 

また、平成 19 事業年度においては、このうち 6,215,916,145 円を特別記念事業の費用に充てるため取り崩しております。 

これにより、従来の方法に比べ臨時利益及び当期純利益が 6,215,916,145 円増加しております。 

 

追加情報 (セグメント情報) 

当事業年度より開始された特別記念事業を、従来のセグメントに追加して記載しております。 

 

Ⅱ.貸借対照表 
引当外賞与見積額は、15,062,503 円であります。 

 

Ⅲ.損益計算書 
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響は、299,565 円でありますが、当期が中期目標期間の最終年度であるため、

当期総利益への影響はありません。 

 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 
１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金の期末残高 87,482,737 円

資金期末残高 87,482,737 円

２. 重要な非資金取引 

     ファイナンス・リースによる資産の取得  48,386,875 円 

 

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書 
１．引当外賞与見積額 

   引当外賞与見積額は、平成 18 年 12 月 2 日から平成 19 年 3 月 31 日までの期間に要する賞与見積額と、平成 19 年 12 月

2 日から平成 20 年 3 月 31 日までの期間に要する賞与見積額との差額を計上しております。 

２．引当外退職給付増加見積額 

引当外退職給付増加見積額は、国からの出向職員に係るものであります。 

３．政府出資等の機会費用 

政府出資等の機会費用は、平成 20 年 3 月末の国債利回り（1.275%）により算出しております。 

 

Ⅵ．減損を認識した固定資産に関する事項 
１．減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価格等の概要 

  (1)用 途 平和祈念展示資料館、役員室及び会議室における電気設備、間仕切り等の造作物 

  (2)種 類 建物及び附属設備 

  (3)場所等 新宿住友ﾋﾞﾙ 31 階独立行政法人平和祈念事業特別基金内平和祈念展示資料館、役員室及び会議室 

  (4)帳簿価額         40,880,695 円 

２．減損の認識に至った経緯 

    中期計画において集客効果及び経費節減を目的とした平和祈念展示資料館及び事務所の移転を平成 19 年度中に行うこと

としていたことから、それに伴って既存設備を使用しなくなることが明らかであったため。 

３．減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳 

損益計算書に計上した金額                                     0 円 

損益計算書に計上していない金額   建物及び附属設備   40,880,695 円 

４．回収可能サービス額 ： 使用価値相当額ですが、除却のため０円で評価しております。 

 

Ⅶ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 
独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法律(平成 18 年法律第 119 号)附則第１条及び第

2 条第 1 項の規定により、当基金は、平成 22 年 9 月 30 日までに解散することとなっておりますが、同第 2 条第 2 項の規定によ

り、財務諸表等は継続企業を前提として作成されており、解散することによる影響を財務諸表等には反映しておりません。 

 

Ⅷ.重要な債務負担行為 
該当事項はありません。 

 

Ⅸ．重要な後発事象 
該当事項はありません。 

 

 



１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86　特定の償却資産の減価に係る会計処理」
　　による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

（単位：円）

期   首 当   期 当   期 期   末 減損損失 差 引 当 期
残   高 増加額 減少額 残   高 当期償却額 累計額 末   残   高

建 物 及 び
附属設備

63,765,298 19,742,362 63,765,298 19,742,362 1,001,299 2,958,008 0 18,741,063 ※１

工 具 器 具
備品

305,369,117 53,825,875 13,111,123 346,083,869 275,743,454 37,886,339 0 70,340,415 ※１

計 369,134,415 73,568,237 76,876,421 365,826,231 276,744,753 40,844,347 0 89,081,478

工 具 器 具
備品

10,950,000 0 0 10,950,000 0 10,950,000

計 10,950,000 0 0 10,950,000 0 10,950,000

建 物 及 び
附属設備

63,765,298 19,742,362 63,765,298 19,742,362 1,001,299 2,958,008 0 18,741,063

工 具 器 具
備品

316,319,117 53,825,875 13,111,123 357,033,869 275,743,454 37,886,339 0 81,290,415

計 380,084,415 73,568,237 76,876,421 376,776,231 276,744,753 40,844,347 0 100,031,478

ソフトウェア 100,923,601 0 0 100,923,601 85,811,474 17,362,689 0 15,112,127

摘　要

無形固定資
産（償却費

有形固定資
産合計

資産の種類
減価償却累計額

非償却資産

有形固定資
産（償却費
損益内）

12 

計 100,923,601 0 0 100,923,601 85,811,474 17,362,689 0 15,112,127

電話加入権 221,000 0 0 221,000 0 221,000

計 221,000 0 0 221,000 0 221,000

電話加入権 221,000 0 0 221,000 0 221,000

ソフトウェア 100,923,601 0 0 100,923,601 85,811,474 17,362,689 0 15,112,127

計 101,144,601 0 0 101,144,601 85,811,474 17,362,689 0 15,333,127

投 資 有 価
証券

38,913,710,630 0 22,124,479,460 16,789,231,170 0 16,789,231,170 ※２

敷金・保証
金

197,680,500 0 105,461,814 92,218,686 0 92,218,686 ※３

計 39,111,391,130 0 22,229,941,274 16,881,449,856 0 16,881,449,856

※1 　当期減少額は、事務所移転に伴う除却によるものです。

※2 　当期減少額は、主に、特別記念事業の資金とするため、有価証券をいったん売却した上で、運用を短期化したことによるものです。

※3 　当期減少額は、事務所移転に伴い、事務所の賃借契約を変更したことによるものです。

産（償却費
損益内）

無形固定資
産合計

投資その他
の資産

非償却資産

12 



２．た な 卸 資 産 の 明 細

（単位：円）

当期購入・製
造・振替

その他 払出・振替 その他

貯 蔵 品 3,500,985 495,103,062 0 363,634,456 0 134,969,591

期末残高 摘　要期首残高種　類

当期増加額 当期減少額

13 



３．有 価 証 券 の 明 細

(1)　流動資産として計上された有価証券

種 類 及 び 銘 柄 取 得 価 格 時          価
貸  借  対  照
表  計  上  額

その他有価証券
評   価   差   額

国   債 19,470,623,700 19,552,160,200 19,552,160,200 64,013,778

政府短期証券　第４７７回 1,996,660,000 1,999,766,000 1,999,766,000 64,215

政府短期証券　第４９２回 699,855,800 699,951,000 699,951,000 28,647

政府短期証券　第４９５回 2,496,527,500 2,499,285,000 2,499,285,000 86,347

政府短期証券　第４９９回 4,094,518,300 4,097,056,200 4,097,056,200 74,215

政府短期証券　第５０３回 1,298,217,700 1,298,651,900 1,298,651,900 38,134

政府短期証券　第５０６回 4,393,404,400 4,394,693,600 4,394,693,600 696,338

利付国債（１０年）第２０３回 1,999,600,000 2,006,020,000 2,006,020,000 6,030,075

利付国債（２０年）　第　７回 491,840,000 510,594,500 510,594,500 10,853,807

利付国債（２０年）　第　８回 2,000,000,000 2,046,142,000 2,046,142,000 46,142,000

地方債 99,946,000 103,143,500 103,143,500 3,148,918

愛媛県　平成６年度第１号公債 99,946,000 103,143,500 103,143,500 3,148,918

その他の有価証券 99,732,000 100,080,700 100,080,700 187,708

第１回　関西国際空港株式会社 99,732,000 100,080,700 100,080,700 187,708

計 19,670,301,700 19,755,384,400 19,755,384,400 67,350,404

貸借対照表
計上額合計

19,755,384,400

(2) 投資その他の資産として計上された有価証券

種 類 及 び 銘 柄 取 得 価 格 時          価
貸  借  対  照
表  計  上  額

当期費用に含ま
れた評価差額

その他有価証券
評   価   差   額

摘要

国   債 8,872,313,900 10,215,356,860 10,215,356,860 0 1,310,718,390

利付国債（２年）　第２５７回 99,980,000 100,518,400 100,518,400 0 530,634

利付国債（５年） 第４６回 249 827 500 249 684 500 249 684 500 0 △ 143 239

そ の 他
有価証券

（単位　：円）

そ の 他
有価証券

摘　　　　　要

利付国債（５年）　第４６回 249,827,500 249,684,500 249,684,500 0 △ 143,239

利付国債（５年）  第４７回 69,616,400 69,900,460 69,900,460 0 243,838

利付国債（１０年）第２１５回９月 1,987,800,000 2,038,736,000 2,038,736,000 0 40,535,126

利付国債（１０年）第２１８回12月 999,100,000 1,022,625,000 1,022,625,000 0 22,780,132

利付国債（２０年）　第２７回9月 987,220,000 1,266,988,000 1,266,988,000 0 271,137,513

利付国債（２０年）　第３１回12月 997,800,000 1,200,809,000 1,200,809,000 0 201,674,967

利付国債（２０年）　第３２回2月 2,496,250,000 3,039,417,500 3,039,417,500 0 540,932,698

利付国債（２０年）　第３３回4月 984,720,000 1,226,678,000 1,226,678,000 0 233,026,721

地方債 4,415,421,000 4,564,165,250 4,564,165,250 0 138,311,270

東京都公募公債　第６１１回 129,935,000 136,631,950 136,631,950 0 6,672,792

東京都公募公債　第６３１回 1,199,040,000 1,256,686,800 1,256,686,800 0 57,453,799

大阪市公募公債　平成１１年度第６回 996,500,000 1,017,777,000 1,017,777,000 0 18,380,450

大阪市公募公債　平成１２年度第７回 1,990,000,000 2,049,926,000 2,049,926,000 0 52,649,790

愛媛県　平成６年度第１号公債 99,946,000 103,143,500 103,143,500 0 3,154,439

政府保証債 99,720,000 100,185,700 100,185,700 0 402,954

政府保証第152回預金保険機構債 99,720,000 100,185,700 100,185,700 0 402,954

その他の有価証券 1,910,464,000 1,909,523,360 1,909,523,360 0 △ 2,092,854

い第６５８号商工債 9,957,100 9,958,260 9,958,260 0 1,101

い第659号 商工債 993,730,000 993,620,000 993,620,000 0 △ 809,119

第185回しんきん中金債 99,590,000 99,362,000 99,362,000 0 △ 261,793

第186回しんきん中金債 198,998,000 198,463,800 198,463,800 0 △ 613,891

第187回しんきん中金債 99,301,000 99,095,000 99,095,000 0 △ 259,769

い第６６１号商工債 9,905,900 9,909,500 9,909,500 0 3,485

第８回　首都高速道路債券 199,524,000 200,167,800 200,167,800 0 381,329

第３回　日本学生支援債 99,873,000 99,662,700 99,662,700 0 △ 210,476

第18回 国民生活債 99,705,000 99,587,900 99,587,900 0 △ 139,973

第１２回　首都高速道路債券 99,880,000 99,696,400 99,696,400 0 △ 183,748

計 15,297,918,900 16,789,231,170 16,789,231,170 0 1,447,339,760

貸借対照表
計上額合計

16,789,231,170
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４．引当 金 の 明 細

退 職 給 付 引当 金 

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

退職給付債務合計額 11,353,811 3,802,242 3,354,300 11,801,753

退職一時金に係る債務 11,353,811 3,802,242 3,354,300 11,801,753

退職給付引当金 11,353,811 3,802,242 3,354,300 11,801,753

区 分

15 

５．法令に基づく引当金等の明細

特別記念事業準備金

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

0 20,000,000,000 6,215,916,145 13,784,083,855 (注)

0 20,000,000,000 6,215,916,145 13,784,083,855

(注)  独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法律(平成18年法律第119号)第2条及び独立
行政法人平和祈念事業特別基金に関する総務省令第19条の規定に基づき、中期目標において特別記念事業に要する
費用の目途とされ、理事長が必要額として決定した金額20,000,000,000円を、平成19事業年度において特別記念事業
準備金として計上し、同額の資本金を減少したものであります。。
 当該準備金は、特別記念事業の事業費額に、当該事業にかかる財務費用及び収益を加減した金額を取崩すこととして
おり、当事業年度においては、6,215,916,145円を当該事業の費用に充てるため取崩しております。

特別記念事業準備金

区 分

計

15 



６．資 本 金 の 明 細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金 政府出資金 40,000,000,000 0 20,000,000,000 20,000,000,000
特別記念事業準備金へ
振替減

計 40,000,000,000 0 20,000,000,000 20,000,000,000

７．積　立　金 の 明 細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

積 立 金 419,756,199 13,271,623 0 433,027,822 (注)

計 419,756,199 13,271,623 0 433,027,822

（注） 平成1８年度利益処分による増加であります。

区 分

区 分
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８．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

運 営 費 交 付
金 収 益

た な 卸 資 産 見 返
運 営 費 交 付 金

資 産 見 返
運営費交付金

資本剰余金 小    計

平成15年度 12,407,331 - 12,407,331 - - - 12,407,331 0

平成16年度 158,715,612 - 158,715,612 - - - 158,715,612 0

平成17年度 166,403,924 - 166,403,924 - - - 166,403,924 0

平成18年度 44,718,212 - 44,718,212 - - - 44,718,212 0

平成19年度 - 849,087,000 773,577,326 51,133,662 24,376,012 0 849,087,000 0

合 計 382,245,079 849,087,000 1,155,822,405 51,133,662 24,376,012 0 1,231,332,079 0

当  期  振  替  額

期 末 残 高交付年度 期首残高
交付金当期
交   付   額

17 17 



(2) 運営費交付金債務の当期振替額の明細

①　平成１５年度交付分、平成１６年度交付分、平成17年度交付分及び平成18年度交付分

②　平成19年度交付分 （単位：円）
金　　　額
363,296,053 ①　業務達成基準を採用した業務

【労苦継承事業費】
<資料収集経費＞

資料展示委員会経費
<資料保管経費>

51,133,662 ﾚﾌﾟﾘｶ作成経費、資料劣化防止等経費、電子ﾃﾞｰﾀ化経費
<資料展示経費>

平和祈念展示資料館経費

14,679,000 特別企画展開催経費、平和祈念展・地方展示会開催経費
<調査研究経費>

関係者労苦調査研究費、外国所在資料調査研究費
<記録の作成・頒布経費>

資料電子ﾃﾞｰﾀ化経費、出版物等作成経費
資本剰余金 0 <講演会等実施経費>

<語り部育成・派遣経費>
<催し物への助成経費>
<その他>　

関係資料館担当者会議経費、労苦継承事業に関する意見聴取
【書状等贈呈事業費】

<恩給欠格者書状等贈呈事業費>
<戦後強制抑留者書状等贈呈事業費>
<引揚者書状贈呈事業費>

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳区　　　　分

資産見返運
営費交付金

資料館維持管理経費、資料館ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等作成経費、資料館備品等経費

運営費交付
金収益

たな卸資産
見返運営費
交付金

業務達成
基準によ

中期目標期間の最終年度にあたるため、全額振替えております。

<引揚者書状贈呈事業費>
計 429,108,715

②　当該業務に関する損益等
ｱ)　損益計算書に計上した費用の額　：　365,096,153
【労苦継承事業費】

（光熱水料 : 5,037,375、消耗品費 : 91,570、保守･修繕費 : 409,278、
印刷製本費 : 3,487,826、通信運搬費 : 1,542,702、
業務外注費 : 105,106,008、業務委託費 : 59,756,700、
助成費 : 49,776,000、旅費 : 532,595、謝金 : 764,800、
その他業務費 : 4,956  ）

【書状等贈呈事業費】
(賃借料 : 31,500、備品費 : 113,146,501、消耗品費 : 896,700、

印刷製本費 : 279,300、通信運搬費 : 7,701,914、業務外注費 : 3,897,658、
業務委託費 : 12,146,200、旅費 : 89,620、謝金 : 34,400、
その他業務費 : 362,550 )

ｲ)　自己収入に係る収益計上額 : 　該当ありません。
ｳ)　 たな卸資産の当期受入額　：　51,133,662
ｴ)  固定資産の取得額　：　14,679,000

③　運営費交付金収益化額の積算根拠

242,189,000 ①　期間進行基準を採用した業務
【労苦継承事業費】

<資料収集経費> 資料・図書等購入費
<資料保管経費>　 保管倉庫賃借料
<資料展示経費>　　　　　 資料館警備経費

0 <記録の作成･頒布経費> 総合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ機器借料・保守料
その他、労苦継承事業費における各業務にかかる共通経費

【書状等贈呈事業費】　　
書状等贈呈事業費における各業務にかかる共通経費

基準によ
る振替額

　中期計画の予定どおりに業務が進行したものにつきましては、当該業務に充てら
れる運営費交付金の計画額の全額を収益化し、一部予定どおり業務が進行しな
かったものにつきましては、進捗度を収益化しております。

運営費交付
金収益

たな卸資産
見返運営費
交付金

期間進行
基準によ
る振替額
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金　　　額 内 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳区　　　　分
0 ②　当該業務に関する損益等

ｱ)　損益計算書に計上した費用の額　：　216,835,629
【労苦継承事業費】

（その他の人件費 : 29,219,448、賃借料 : 71,661,330、支払ﾘｰｽ料 : 255,218、
光熱水料 : 5,270,417、備品費 : 398,538、消耗品費 :519,410、

資本剰余金 0 保守･修繕費 : 19,138,259、印刷製本費 :  29,820、 通信運搬費 : 620,503、
業務外注費 : 20,685,067、謝金 : 17,268,940 )

【書状等贈呈事業費】
（その他の人件費 : 43,439,501、賃借料 : 1,055,838、光熱水料 : 681,724、

消耗品費 : 201,268、保守・修繕費 : 94,028、通信運搬費 : 208,410、
業務外注費 : 3,150、謝金 : 6,084,760）

ｲ)　自己収入に係る収益計上額 : 　該当ありません。

計 242,189,000
③　運営費交付金収益化の積算根拠

161,861,173 ①

【書状等贈呈事業費】
0 <特別記念事業準備経費>

<書状等贈呈事業共通経費>　　　人件費、　退職給付費用
【事業費共通経費】

人件費、　退職給付費用
9,697,012 【一般管理費】

<その他の管理諸費>　　　
役職員人件費 法定福利費 退職給付費用 その他一般事務処理経費

　各経費とも、運営費交付金財源予算額を収益化しております。

期間進行
基準によ
る振替額

資産見返運
営費交付金

運営費交付
金収益

費用進行基準を採用した業務 ： 上記業務達成基準、期間進行基準を採用した
業務以外の全ての業務

たな卸資産
見返運営費
交付金

資産見返運
営費交付金

役職員人件費、 法定福利費、 退職給付費用、 その他 般事務処理経費

資本剰余金 0 ②　当該業務に関する損益等
ｱ)　損益計算書に計上した費用の額　：　298,483,020
【労苦継承事業費】

（給与、賞与及び諸手当 : 48,581,377、　法定福利費 : 6,366,500 )
【書状等贈呈事業費】

（給与、賞与及び諸手当 : 39,397,502、　法定福利費 : 5,030,955、
退職給付費用 : 445,100 )

【事業費共通経費】　　(退職給付費用 : 469,967 )

【一般管理費】
(役員報酬 : 30,885,479、  給与、賞与及び諸手当 : 80,311,391、

退職給付費用 : 2,887,175、法定福利費・福利厚生費 : 14,847,748、
賃借料 : 5,045,350、支払リース料 : 155,610、光熱水料 : 3,675,069、
備品費 : 182,973、消耗品費 : 4,108,981、保守・修繕費 : 2,019,684、
印刷製本費 : 2,108,242、通信運搬費 : 3,681,399、
業務外注費 : 40,385,540、旅費 : 617,030、謝金 : 2,391,680、
その他管理費 : 4,888,268 )

計 171,558,185 ｲ)　自己収入に係る収益計上額 : 

③　運営費交付金収益化の積算根拠

（３）　運営費交付金債務残高の明細
中期目標期間の最終年度にあたるため、運営費交付金債務残高はありません。

会計基準第80第3項に
よる振替額

6,231,100

合　　　　　　計 849,087,000

費用進行
基準によ
る振替額

有価証券の運用益 211,015,945、雑益(公衆電話料) : 10

　原則として経費の実績額を収益化しておりますが、一般管理費のうち、その他の
管理諸費につきましては、有価証券の運用益及び雑益により財源充当し、不足分
につきまして、運営費交付金を財源として収益化しております。
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９．役員及び職員の給与の明細

支給額 支給人員 支給額 支給人員

千円 人 千円 人

(1,285) (2) (   - ) ( - )

役　　　　員 29,600 2 2,724 1

(33,298) (9) (   - ) ( - )

職　　　　員 168,290 19 － －

(34,583) (11) (   - ) ( - )

合 計 197,890 21 2,724 1

（注）      １． 　役員に対する報酬及び職員に対する給与につきましては、役員報酬規定及び

職員給与規定によ ております

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

職員給与規定によっております。

２． 　役員に対する退職手当につきましては、役員退職手当規定によっております。

３． 　支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しております。

４． 　上段（　　）書は、非常勤の役員及び職員で外数であります。
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１０．開示すべきセグメント情報
（単位：円）

労苦継承事業 書状等贈呈事業 特別記念事業 計 法　人　共　通 合　　　　　計

Ⅰ 事 業 費 用

1 慰 藉 事 業 費 754,964,744 259,812,104 6,347,477,896 7,362,254,744 0 7,362,254,744

2 一 般 管 理 費 0 0 0 0 258,854,907 258,854,907

3 財 務 費 用 512,466 224,095 18,665,809 19,402,370 186,249 19,588,619

755,477,210 260,036,199 6,366,143,705 7,381,657,114 259,041,156 7,640,698,270

Ⅱ 事 業 収 益

1 運営費交付金収益 453,298,441 378,762,376 0 832,060,817 323,761,588 1,155,822,405

2 運 用 収 入 326,445,928 57,367,072 0 383,813,000 176,391,380 560,204,380

3 資産見返負債戻入 29,622,114 51,545,224 0 81,167,338 8,631,104 89,798,442

4 財 務 収 益 0 0 131,778,756 131,778,756 1,543,969 133,322,725

5
特 別 記 念 事 業
準 備 金 戻 入 益

0 0 6,215,916,145 6,215,916,145 0 6,215,916,145

6 雑 益 0 0 0 0 28,030 28,030

809,366,483 487,674,672 6,347,694,901 7,644,736,056 510,356,071 8,155,092,127

Ⅲ 事業損益（△損失） 53,889,273 227,638,473 △ 18,448,804 263,078,942 251,314,915 514,393,857

Ⅳ 総 資 産 57,086,315 40,379,831 14,451,059,629 14,548,525,775 22,475,563,678 37,024,089,453

（注） １　セグメントを業務の内容に応じて労苦継承事業、書状等贈呈事業及び特別記念事業に区分しております。

２　事業の内容

（１）労苦継承事業は、戦争犠牲による関係者の労苦につきまして国民の理解を深めること等により関係者に対し

　　慰謝の念を示す事業であります。

（２）書状等贈呈事業は、恩給欠格者に対する書状等の贈呈、戦後強制抑留者に対する慰労品の贈呈及び

       引揚者に対する書状の贈呈事業であります。

（３）特別記念事業は、恩給欠格者、戦後強制抑留者及び引揚者に対して、特別慰労品の贈呈を行うことに

　　　より、改めて戦争犠牲による労苦に対し慰藉の念を示す事業であります。

３　一般管理費及び配賦不能な費用、収益は法人共通に計上しております。

４　総資産のうち、建物附属設備等の共通的なものは使用面積の割合をもって配分しております。

５　総資産のうち、法人共通として計上しているもののうち、主なものは以下の通りであります。

有価証券

未収収益

投資有価証券

敷金・保証金

６　各セグメントにおける引当外退職給付増加見積額は以下の通りであります。

労苦継承事業 書状等贈呈事業 特別記念事業 法　人　共　通

2,671,775円 1,845,600円 0円 5,333,759円

７　各セグメントにおける損益外減損損失相当額は以下の通りであります。

労苦継承事業 書状等贈呈事業 特別記念事業 法　人　共　通

14,061,597円 7,030,798円 0円 19,788,300円

８. 事業収益には臨時利益である特別記念事業準備金戻入益を含めて表示しております。

16,789,231,170円

92,218,686円

計

計

5,465,931,700円

49,239,860円
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１１．関連公益法人の概況

（１）　関連公益法人の概要等

ア. 関連公益法人の概要

法 人 の 名 称

業 務 概 要

当基金との関係

役 員 の 氏 名 会長 相沢　英之 会長 宮下　創平 理事長 衛藤征士郎
理事長 井上万吉男 理事長 椎原　芳郎 常務理事 渡邊　行久
理事 粠田　栄 副理事長 大竹　清照 　〃 阿久津英雄
　〃 石橋　邦造 　〃 元島　和男 理事 羽生　能知
　〃 本田　吉則 常務理事 松田　勇 　〃 阿部　頼夫
　〃 大塚　　茂 　〃 高橋　康治 　〃 川村　一正
　〃 杉山森一郎 　〃 長谷川光勇 　〃 沼田　勇一
　〃 林　憲　一 　〃 石橋　孝幸 　〃 鈴木志な代
　〃 越智　健一 　〃 井原　九八 監事 岩井　敏
　〃 東山　林 理事 泉　　 栄 　〃 神田　憲次
　〃 岡田　隆 　〃 舟山　敏雄
　〃 田辺　壮久 　〃 高橋　呈介
　〃 野沢　芳夫 　〃 牛窪　剛
　〃 伊藤　千次 　〃 山田　明
　〃 山田　秀三 　〃 唐沢甲子雄
　〃 岡村　　透 　〃 中西　晴美
監事 相田　正明 　〃 牟田口　勝
　〃 山本　繁夫 監事 守屋　高徳

　〃 佐野　岩男
　　 　
　　 　
　 　
　　 　

社団法人
引揚者団体全国連合会

引揚者更正事業の企画、引
揚者等啓発のための刊行物
の発行、関係資料の収集、調
査研究等

関連公益法人 関連公益法人 関連公益法人

財団法人
全国強制抑留者協会

抑留関係資料の収集、出
版物の刊行及び講演会の
開催、戦後強制抑留者に
関する調査及び相談事業
等

社団法人
元軍人軍属短期在職者協力協会

元軍人軍属等に関する平和講演会等
の開催及び戦争体験に関する刊行物
の発行、関係資料の収集・調査研究・
相談事業等
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イ.  関連公益法人と当基金との取引の関連図

財団法人全国強制抑留者協会

・平和祈念展、地方展示会開催

・抑留者労苦実態調査研究委託

・労苦を語り継ぐ集い委託

抑留者に対する慰謝事業

（講演会 及び 慰霊祭）

独立行政法人平和祈念事業特別基金

委
託

助
成

委 委

23 

社団法人元軍人軍属短期在職者協力協会 社団法人引揚者団体全国連合会

・恩給欠格者展示会、語り継ぐ集い業務委託

・恩給欠格者に係る労苦調査研究委託

・恩給欠格者在職年確認調査事務委託

・引揚者に係る労苦調査委託

・労苦を語り継ぐ集い業務委託

託 託
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（２）　関連公益法人の財務状況　（平成19年度）

法人名
財団法人
　全国強制
  抑留者協会

社団法人
 元軍人軍属短期
 在職者協力協会

社団法人
 引揚者団体
 全国連合会

資       産 363,429,780 10,973,619 2,039,378

負       債 0 7,297,000 0

正味財産 363,429,780 3,676,619 2,039,378

一般正味財産増減の部
収    　　益  ( A ) 129,250,998 52,235,049 8,692,783

受取補助金等 0 0 0

その他の収益 129,250,998 52,235,049 8,692,783

費    　　用  ( B ) 127,253,830 52,228,991 8,588,530

事業費 113,827,547 49,640,358 7,512,200

管理費 13,264,071 2,588,633 1,076,330

その他の費用 162,212 0

当期増減額 ( C ) = ( A - B ) 1,997,168 6,058 104,253

一般正味財産期首残高 ( D ) 5,065,324 3,670,561 1,935,125

一般正味財産期末残高 ( E )= ( C+D ) 7,062,492 3,676,619 2,039,378
指定正味財産増減の部

収    　　益  ( F ) 5,400,000 0 0

受取補助金等 0 0 0

その他の収益 5,400,000 0 0

費   用　　等  ( G ) 5,400,000 0 0

当期増減額 ( H ) = ( F - G ) 0 0 0

指定正味財産期首残高 ( I ) 356,367,288 0 0

指定正味財産期末残高 ( J )=( H+I ) 356,367,288 0 0

正味財産期末残高 ( K ) = ( E+J ) 363,429,780 3,676,619 2,039,378

当期収入合計 134,650,998 52,235,049 8,692,783

当期支出合計 132,653,830 52,228,991 8,588,530

当期収支差額 1,997,168 6,058 104,253

（３）　関連公益法人の基本財産等の状況
ア. 関連公益法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄付等の明細

該当ありません。

イ. 関連公益法人の運営費、事業費等に充てるため当該事業年度において負担した会費、負担金等の明細

該当ありません。

（４）　関連公益法人との取引の状況
ア. 関連公益法人に対する債権債務の明細

法人名
財団法人
　全国強制
  抑留者協会

社団法人
 元軍人軍属短期
 在職者協力協会

社団法人
 引揚者団体
 全国連合会

未払金 0 8,172,000 0

イ. 関連公益法人に対する債務保証の明細

該当ありません。

ウ. 関連公益法人の事業収入の金額とこれらのうち当基金の発注等に係る金額及びその割合

法人名
財団法人
　全国強制
  抑留者協会

社団法人
 元軍人軍属短期
 在職者協力協会

社団法人
 引揚者団体
 全国連合会

事業収入 120,326,000 50,419,000 7,496,000
上記のうち、当基金の発注高 120,326,000 50,419,000 7,496,000
割合（％） 100.00 100.00 100.00

うち競争性のない随意契約 120,326,000 50,419,000 7,496,000
割合（％） 100.00 100.00 100.00

（平成20年3月31日現在　　単位：円)

（平成20年3月31日現在　　単位：円)

（平成20年3月31日現在　　単位：円)
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１２．上記以外の主な資産、負債、資本及び収益の明細

該当事項はありません。
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